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１-１．本事業の背景・目的

実施背景

⚫ 「物流の2024年問題」が目前に迫る中で、政府として施策等の更なる具体化に取り組んでいく必要がある。

⚫ また、2023年6月まで実施する持続可能な物流の実現に向けた検討会における議論の深化及び物流効率
化に向けた施策検討に必要な以下のような基礎情報等の確保が求められるため、それぞれに対して調査を実
施する。

⚫ 荷主企業における物流実態に関する情報
→荷主企業における調達物流・配達物流それぞれに関する実態の調査分析

⚫ 国内にある物流デジタルサービスの種類とその事業者に関する情報
→「物流デジタルサービス」の事業形態に関する調査

実施目的

⚫ 人口減少に伴う労働力不足の深刻化等により、物流における需要と供給のバランスが崩れつつある。

⚫ 特に、2024年4月の働き方改革関連法の施行により、国内物流の大部分を占めるトラックドライバーへの時間
外労働の上限規制等の適用による供給の変化（「物流の2024年問題」）や、昨今の燃料価格の高騰によ
る物流事業者の輸送経費の増大・荷主事業者の物流コスト上昇等を受け、更なる物流効率化を進めていく
必要がある。

⚫ 上記背景のもとで、政府は2022年9月に「持続可能な物流の実現に向けた検討会」を設置し、2023年2月
に中間取りまとめを公表した。
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１-３．政府としての対応

国内物流に対する状況の変化に対し、政府は2022年9月に「持続可能な物流の実現に
向けた検討会」を設置。2023年2月に中間取りまとめを公表し、物流が抱える諸問題の解
決に向けた施策の方向性を示した。

検討会の趣旨検討会日程

問題の定義・
基礎情報の確認1

• 2024年問題を含む物流業界の現状、行政の取組状況、論ずべき課題スコープ
等、議論のベースラインを有識者間で意見交換・目線合わせ。

2022年
9月2日

事業者取組状況の
確認・インパクトの検
討

• 改善基準告示の見直しによる影響、物流業界の現状と課題解決への取組状況
（モーダルシフト、海上輸送等）を基にした討議。2

2022年
10月6日

事業者取組状況の
確認・論点整理

• 過去の取組の整理、事業者の課題解決への取組内容（物流コスト可視化、メ
ニュープライシング、パレット輸送等）、中間取りまとめに向けた論点の整理を基に
した討議。

3
2022年

11月11日

事業者取組状況の
確認・中間取りまと
め骨子案

• 事業者の課題解決への取組内容（再配達抑制、波動分散、リードタイム変更、
バース予約システム、共同輸送等）、中間取りまとめ骨子案の説明を基にした討
議。

4
2022年

12月13日

事業者取組状況の
確認・中間取りまと
め案

• 事業者の取組内容（共同輸送、バース予約システム、配送プラットフォーム、配
送動態管理プラットフォーム等）、中間取りまとめ案の説明を基にした討議。5

2023年
1月17日

7
事業者・業界団体
取組状況

• 事業者の取組内容（製・販・配間の連携）及び業界団体（化学、製紙、建
材）の取組内容を基にした討議。

2023年
3月1日

事業者・業界団体
取組状況・中間取り
まとめ

• 事業者の取組内容（納品頻度見直し、パレット化）及び業界団体（特別積み
合わせ貨物運送）の取組内容、中間取りまとめの説明を基にした討議。

2023年
2月17日

6

8 業界団体取組状況 • 業界団体（小売、農業、青果）の取組内容を基にした討議。
2023年
3月30日
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２-１．「持続可能な物流の実現に向けた検討会」等の実施・運営

2023年3月までに8回開催されていた「持続可能な物流の実現に向けた検討会」の第9～
11回を開催し、8月31日に最終取りまとめを公表した。

会議の趣旨検討会日程

業界団体取組状況９
• トラック運送における多重下請構造に関する調査結果の共有。

• 業界団体（鉄鋼、運送、倉庫）の取組内容を基にした討議。

2023年
4月27日

事業者取組状況・
最終取りまとめ案

• 事業者の取組内容（自動運転トラック）、「最終取りまとめ案」、「物流の適正
化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者が取り組むべき事項案」の説
明を基にした討議。

10
2023年
5月19日

最終取りまとめ案
• 共同物流等に関して公正取引委員会に寄せられる相談事例共有。

• 最終とりまとめ案の説明を基にした討議。
11

2023年
6月16日

2023年8月31日に最終取りまとめを公表
※第10回で確認した「物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者が取り組むべき事項案」を基に、

2023年6月に「物流革新に向けた政策パッケージ」の施策の一環として
「物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取組に関するガイドライン」（以下ガイドライン）を公表

詳細な情報はこちらを参照
経済産業省 持続可能な物流の実現に向けた検討会 https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/sustainable_logistics/index.html
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２-１．「持続可能な物流の実現に向けた検討会」等の実施・運営

【参考】「最終取りまとめ」では、「荷主企業や消費者の意識改革」・「物流プロセスの課題
の解決」・「物流標準化・効率化の推進に向けた環境整備」の3つの政策を取りまとめた。

持続可能な物流の実現に向けた検討会 「持続可能な物流の実現に向けた検討会 最終取りまとめ」 2023年8月
https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/sustainable_logistics/pdf/20230831_1.pdfを基にKPMGで作成

持続可能な物流の実現のために取組むべき政策

荷主企業や消費者の意識改革

物流プロセスの課題の解決
（非効率な商慣習・構造是正、取引の適正化、着荷主の協力）

物流標準化・効率化（省力化・省エネ化・脱炭素化）
の推進に向けた環境整備

具体的事項

荷主企業・物流事業者の物流改善を評価する仕組みの創設

経営者層の意識改革を促す措置

消費者の行動変容を促す方策の実施

待機時間、荷役時間等の労働時間削減に資する措置及び納品回数の減少、リードタイムの
延長等、物流の合理化を図る措置の検討

物流に係る広報の強化

契約条件の明確化、多重下請構造の是正等の運賃の適正収受に資する措置の検討

物流コスト可視化の検討

貨物自動車運送事業法に基づく荷主等への働きかけ等及び標準的な運賃の制度の継続的な
運用等

トラックドライバーの賃金水準向上に向けた環境整備の検討

デジタル技術を活用した共同輸配送・帰り荷確保等の検討

官民連携による物流標準化の推進の検討

物流拠点ネットワークの形成等に対する支援の検討

モーダルシフトの推進のための環境整備の検討

車両・施設等の省エネ化・脱炭素化の推進に向けた環境整備の検討

その他生産性向上を図るための措置の検討
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２-１．「持続可能な物流の実現に向けた検討会」等の実施・運営

【参考】「物流革新に向けた政策パッケージ」では、「商慣行の見直し」・「物流の効率化」・
「荷主・消費者の行動変容」の3つの施策を取りまとめた。

＊出典：内閣官房 「物流革新に向けた政策パッケージ」 令和5年6月2日 siryou.pdf (cas.go.jp)
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２-１．「持続可能な物流の実現に向けた検討会」等の実施・運営

【参考】「ガイドライン」*¹では、「物流業務の効率化・合理化」・「運送契約の適正化」・「輸
送・荷役作業等の安全確保」・「労働環境改善に資する措置」・「運賃の適正収受に資す
る措置」の5つの取組事項を取りまとめた。

取組事項*²

物流業務の効率化・合理化

運送契約の適正化

輸送・荷役作業等の安全確保

労働環境改善に資する措置

運賃の適正収受に資する措置

＊１：経済産業省・農林水産省・国土交通省「物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取組に関するガイドライン」2023年6月
https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/sustainable_logistics/pdf/011_s02_00.pdf を基にKPMGで作成
＊２：記載の取組事項の中で、業界特性上実施することができない事項については代替となる取組を設定して実施することを求められる
＊３：推奨要求事項も別途存在する
＊４：運賃の適正収受に資する措置にも含まれる
＊５：運送モード等に応じ、実施することが求められる個別事項の内、トラックに当てはまる事項を抜粋

発荷主必須要求事項*³

荷待ち時間・荷役作業等にかかる時間の把握

異常気象時等の運行の中止・中断等

荷待ち・荷役作業時間等２時間以内ルール

物流管理統括者の選定

物流の改善提案と協力

出荷に合わせた生産・荷造り等

運送を考慮した出荷予定時刻の設定

納品リードタイムの確保

業務時間の把握・分析

運送契約の書面化*⁴

運賃と料金の別建て契約*⁴

燃料サーチャージの導入・燃料費等の上昇分の価格への反映

下請取引の適正化*⁴

長時間労働の抑制

荷役作業等に係る対価

荷待ち時間や荷役作業等の実態の把握*⁵

トラック運送業における多重下請構造の是正*⁵

「標準的な運賃」の積極的な活用*⁵

コスト上昇分や荷役作業等に係る対価の運賃・料金への反映に向けた取組

契約内容の見直し

着荷主 物流事業者

〇 〇

〇 〇

〇 〇

〇 〇

〇

〇

〇

〇

〇 〇 〇

〇 〇 〇

〇 〇

〇 〇

〇 〇 〇

〇 〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇
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２-１．「持続可能な物流の実現に向けた検討会」等の実施・運営

「物流の2024年問題」を含む国内物流の状況の変化に対して、日本全体の物流効率化
を目指すべく2022年3月に策定した「フィジカルインターネット・ロードマップ」の進捗状況の
確認として、「2023年度第1回フィジカルインターネット実現会議」を開催した。

会議の趣旨検討会日程

フィジカルインターネッ
ト取組状況、事業
者取組状況の確認

• フィジカルインターネットの実現に向けた取組の進捗及び、事業者の取組内容（ダ
ブル連結トラック、共同物流等）の説明を基にした討議。

• 化学品WGの設置に関する討議。

2023年
6月13日

1

詳細な情報はこちらを参照
経済産業省 2023年度第1回 フィジカルインターネット実現会議 https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/physical_internet/2023_001.html
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物流規模の把握に適する指標に関する分析-分析結果サマリ-

結論

「合目的性」、「分析妥当性」の2つの要件を満たし、かつ分析
結果に無理がない選定指標は「輸送重量」である
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物流規模の把握に適する指標に関する分析-（B）分析妥当性-c．推計ロジックの妥当性-ⅰ．推計ロジック全体像

推計結果の信頼性の向上のために、「産業・業種補正」・「データ補正」、「原単位・ロット
計算」の3つのカテゴリ、8つの考慮事項に対応できるように推計ロジックを構築した。

＃

＊１：総務省｜統計基準等｜日本標準産業分類（令和5年6月改定、令和6年4月1日施行予定） (soumu.go.jp)を基にKPMGで作成
＊２：データの特殊性から不具合が生じている場合は、目視確認の上補正を実施

1

2

4

6

3

5

8

7

考慮事項 対応方法 懸念事項カテゴリ

物流センサスと経済センサスで産業・業種の集計
単位が異なる

日本標準産業分類*¹を基に統一した産業・業
種マスタを作成する

複数の業種を一つの統一業種にまとめている場
合があるため、集計の粒度が一部荒くなっている
場合がある

一企業内で複数の異なる産業・業種の事業を、
事業所単位で提供している場合がある

事業所単位で推計を実施し、最後に企業単位
に名寄せを行う

企業単位では各データを回答しているが、事業
所単位では回答していない企業が存在する場合
に、推計が正しく行われない

輸送に関する統計情報（物流センサスの回答
事業所）は一部のみである

物流センサスの回答事業所と経済センサスの回
答事業所を紐づけ、統計情報がある事業所は、
統計情報を利用し、それ以外は推計する

会社名と住所を用いて紐づけを実施しているため、
一部事業所においては紐づけが成功していない
場合がある（次々頁参照）

原単位やロットなどは、正しい数値である必要が
あるため、実データから作成する必要がある

経済センサスの回答事業所に紐づいた、物流セ
ンサスの回答事業所の実データから業種単位で
作成する

原単位等の作成に必要なデータ数の観点から、
事業所の売上階層等は加味できない

最も売上（出荷額や販売額など）が大きい事
業の業種に名寄せする形で集計する

推計に用いる金額と原単位が、実態に一部沿わ
ないため全体の正確性が僅かに低下する

一事業所内で複数の業種の事業を提供してい
る場合がある

推計ロジックで使用する数値データ（売上原価
など）の記載がない事業所がある

売上原価の場合は、業種単位で売上高原価
比率を経済センサスデータから集計し、売上デー
タと合わせて補正して算出する

実際の売上原価ではないため、推計結果の正
確性が低下する

物流センサス上に着荷主側の原単位の作成に
必要な、事業所別の入荷額や入荷重量等の情
報がない

発荷主としての出荷額・出荷重量のデータを基に、
着荷主としての原単位を推計して算出する
（詳細はp.52、53、56参照）

実データから算出していないため、正確性が低下
する

企業単位では回答しているが、事業所単位では
回答していない企業が存在する場合がある

各事業所が属する企業の情報を紐づけ、企業
単位に名寄せした段階で、推計が正しく行われ
ていない場合に、代替利用し推計を実施する

企業に属する事業所の中で一部が回答している
場合は、その一部の事業所の合計（未回答分
は除外される）が企業の合計となる*²

産業・
業種補正

データ補正

原単位・
ロット計算
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物流規模の大きい荷主企業に関する分析-①分析観点

発荷主と着荷主を統合した状態で集計を行うという前提で、閾値内企業数、閾値内改善
効果、データ取得可能性の観点で物流規模の大きい荷主企業に関して分析を実施した。

発荷主と着荷主を統合*¹した状態で集計を行う分析の前提

総量の半数及び3分の2に該当する荷主を分析するためとして、累積比率
50%及び70%の点に含まれる企業数を確認

閾値内企業数

累積比率50%内にガイドラインの取組による改善が見込まれる企業*²が何
割ほど含まれるか確認

閾値内改善効果

＊１：発荷主と着荷主を別々で推計した後に、それらを統合し分析を行った
＊２：国土交通省「トラック輸送状況の実態調査」平成27年9月001128767.pdf (mlit.go.jp)において、「荷役時間が長い」「荷主都合による荷待ち時間が長い」「作業内容が書面化され
ていない」「荷役料金が適正に収受されていない」の業種・業態に該当する企業を指す。当該調査は令和2年度、3年度にも実施しているが、当該項目において業種・業態に紐づけることが可
能な平成27年度を採用した
＊３：令和４年度産業経済研究委託事業（「物流の２０２４年問題」等に対応した物流効率化推進に関する調査研究）の中で実施した「荷主による輸送状況等の把握に関するアン
ケート」結果を参照

輸送指標に関するデータの取得が可能である荷主の割合の確認*³データ取得可能性

分析の前提及び観点 内容
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本調査の実施背景・目的

物流デジタルサービス調査背景

⚫ 『物流業務の効率化・合理化』を実現するために、荷主・物流事業者が活用することで物流の2024年問題に
対し改善効果があると期待されるサービスを明らかにする。

物流デジタルサービス調査実施目的

⚫ 現在、物流業界において、長時間の荷待ちや契約にない附帯作業等による長時間労働、価格競争に伴う
厳しい取引環境・雇用環境等、物流業界における課題は深刻化しており、これらがトラックドライバーをはじめと
する物流分野における人手不足の原因となっている。物流業界においては、2024 年度からのトラックドライ
バーへの時間外労働の上限規制等の働き方改革や脱炭素化に向けた取組への対応も求められている。

⚫ こうした背景を受け、 2023年6月に経済産業省・農林水産省・国土交通省の3省が、『物流の適正化・生産
性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取組に関するガイドライン』を取りまとめ、発荷主・着荷主・物流
事業者が連携・協働して『物流業務の効率化・合理化』に取り組むことが求められている。

























86

調査対象選定フローをもとに選定した合計30サービスの提供会社に協力いただき、調査
結果をまとめた。

調査結果ー調査結果概要ー

• 本調査では計30サービスの調査を実施。
※対象サービス・提供会社の詳細は次頁参照

サービス大分類*¹ サービス小分類 調査サービス数

ダイナミックプライシングサービス ダイナミックプライシングサービス （1）*²

電子書面・契約システム
伝票電子化システム 2

配送案件管理システム 3

輸送マッチングサービス
求貨・求車マッチングサービス 1

共同輸送マッチングサービス 2（1）*²

倉庫・輸送拠点マッチングサービス 中継拠点マッチングサービス 1

倉庫関連管理システム
倉庫運用管理システム（WES） 1

物流統合管理システム 4

輸送管理システム（TMS） 輸送管理システム（TMS） 4

検品レスサービス 画像検品システム 1

積付管理システム 積付管理システム 2

バース予約システム バース予約システム 3

実績・動態管理システム

車両ナンバー認証システム 1

積載率可視化システム 1

動態管理システム・プラットフォーム 3

総計 30（2）*²

調査結果概要

• 1社で複数サービスを提供している場合があるため、
社数としては22社へヒアリングを実施。

• 紹介企業の特徴を表現するうえで、複数サービスを1

つのサービス紹介ページにて紹介している場合あり。
※詳細は次頁参照

• 調査を実施したものの、実証実験段階のもの等、
サービス自体が確定されていないものについては、
本資料内では紹介を控える。
（※ダイナミックプライシングサービス、

共同輸送マッチングサービス各1サービス）

• 各サービスのお問合せ先は、p.238～p.239に記載

• 本調査で紹介する内容は、すべて調査当時（2024

年2月時点）のものである。

調査における留意点

＊１：サービス大分類は、p.76「調査対象スコープ内に属するサービス大分類」から引用して整理。
＊２：カッコ内のサービスについては、本調査報告書にて詳細な紹介はしないため、以降のページでは紹介の対象からは除外。よって以降のページでは28サービスの紹介を行うものとする。
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各サービスにおけるポイント（1／5）
調査結果ー調査結果概要ー

# 効果*対象 サービス小分類 サービス名 提供会社名 サービスのポイント 対象頁

1

荷待ち・荷役
時間の削減

バース予約システム

バース管理システム
ロジスティード
ソリューションズ
株式会社

• タイムスタンプ機能による入場、受付、呼び出し、
接車等の状態管理が可能。詳細な荷待ち・荷役
時間の分析をもとに、荷待ち・荷役時間削減に向
けた改善を実現。

p.93
～

p.97

2 MOVO Berth 株式会社Hacobu

• トラックの受付・事前予約をシステム上で行い、荷
待ち時間、バースの混雑を解消可能。他の物流
DXアプリケーション「MOVO」シリーズとの連携で更
なる効率化が可能。

p.98
～

p.102

3 トラック簿 株式会社モノフル

• 利用しやすいUX機能のあるバース予約システム。
得られたデータをもとにトラック拠点内滞留時間の
分析を行い、荷待ち・荷役時間の削減や、庫内作
業の効率化を実現。

p.103
～

p.106

4 画像検品システム BRAIS（iSCAN）
株式会社
セイノー情報サービス

• タブレットやスマホのカメラとAIを活用して製品ラベ
ル・付属品・部品有無等様々なものを認識。製品
検査・検品を支援し、検品作業の効率化・精度を
向上。

p.108
～

p.112

5
倉庫運用管理
システム（WES）

WES
株式会社
フレームワークス

• 倉庫管理システム（WMS）や倉庫制御システム
（WCS）との連携を通じて、倉庫内における人・
ロボット・マテハン機器等を統合管理・作業指示が
可能。

p.114
～

p.118

6
車両ナンバー認証
システム

車両ナンバー認証
システム

株式会社
JVCケンウッド・
公共産業システム

• 車両が施設内に入退場する際にカメラを通して車
両ナンバーを検知し、受付業務を自動化。バース
予約システムとの相性が良く、荷待ち時間削減に
寄与。

p.120
～

p.124

＊：ガイドラインの取組事項に対する効果対象を指す。
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各サービスにおけるポイント（2／5）
調査結果ー調査結果概要ー

# 効果*対象 サービス小分類 サービス名 提供会社名 サービスのポイント 対象頁

7

荷待ち・荷役
時間の削減

動態管理システム

MOVO Fleet 株式会社Hacobu （#2にて統合して紹介） ー

8 Smart Barcode 株式会社LOZI

• スマホとバーコードを活用し、荷物やパレット等様々
な対象に対するトレーサビリティの運用が可能。複
数事業者間でQRコードに多種多様な情報を登
録・管理・運用。

p.126
～

p.130

9
動態管理システム
（プラットフォーム）

traevo 株式会社traevo

• 中立性の高い動態管理のオープンプラットフォームと
して提供中。荷主・元請事業者等は自社以外の
協力実運送事業者も含めた、車両動態情報の収
集・共有・管理が可能。

p.131
～

p.135

10

輸送管理
システム（TMS）

ロジックス アセンド株式会社

• 物流事業者向けに特化した輸送管理システム。
配車管理・労務管理・請求管理を一気通貫で行
うことで、事務業務工数の削減だけでなく、適正運
賃設定による売上向上等にも寄与。

p.137
～

p.141

11 Loogia
株式会社
オプティマインド

• ラストワンマイルに特化した、最適な配送計画の作
成、動態管理が可能。車両台数・配送時間・総
走行距離・CO₂の削減等に寄与することができる
システムを提供。

p.142
～

p.146

12 TOMAS
株式会社
ジェイ・ビー・クラフト

• AIを用いて配車計画・ルートを自動作成。ドライ
バーのスマホと連携した配送進捗状況管理により、
トラックドライバーの配送業務の削減、最大積載量
での運行を実現。

p.147
～

p.151

＊：ガイドラインの取組事項に対する効果対象を指す。
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各サービスにおけるポイント（3／5）
調査結果ー調査結果概要ー

# 効果*対象 サービス小分類 サービス名 提供会社名 サービスのポイント 対象頁

13

荷待ち・荷役
時間の削減

輸送管理
システム（TMS）

ULTRAFIX 日本電気株式会社

• 地理的条件や時刻指定、庭先条件等の物流制
約を加味し、配車計画・配送計画立案を支援。

• 動態管理機能で交通状況に鑑みた配送指示を
実現。

p.152
～

p.155

14

配送案件管理
システム

IKZO Online
ウイングアーク１ｓｔ
株式会社

• 発着荷主・物流事業者間等で、配車・請求業務
についてデータ連携可能にするシステム。また、運
行条件の合意料金と、運行実績を踏まえた料金
の確定作業により適正収受を実現。

p.157
～

p.162

15 Hacologi
中西金属工業
株式会社

• 物流関係者間の受発注・納品データ等の物流情
報交換を可能にするシステム。発荷主が契約をし
た場合、運送事業者・着荷主は無料で利用可能。

p.163
～

p.167

16 MOVO Vista 株式会社Hacobu （#2にて統合して紹介） ー

17 荷待ち・荷役
時間の削減
及び

積載効率の
向上

物流統合管理
システム

GWES GROUND株式会社

• 各拠点・システムで管理している庫内業務・人員・
在庫情報を共通データ基盤に統合。複数の物流
施設全体を可視化し、AIで業務・人員・在庫計
画を最適化。

p.169
～

p.173

18
統合物流管理
システム
ONEsLOGI／LMS

ロジスティード
ソリューションズ
株式会社

• 複数拠点を統合管理し、在庫の全体把握、適切
な拠点からの出荷指示を実現。サプライチェーン最
適化サービスSCDOSと連携し、高度な分析で計
画を策定可能。

p.174
～

p.179

＊：ガイドラインの取組事項に対する効果対象を指す。
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各サービスにおけるポイント（4／5）
調査結果ー調査結果概要ー

# 効果*対象 サービス小分類 サービス名 提供会社名 サービスのポイント 対象頁

19
荷待ち・荷役
時間の削減
及び

積載効率の
向上

物流統合管理シス
テム

サプライチェーン
最適化サービス
SCDOS

ロジスティード
ソリューションズ
株式会社

（#18にて統合して紹介） ー

20
統合物流管理
LMS

株式会社
セイノー情報サービス

• 複数拠点の在庫情報を集約し、サプライチェーンに
おける製造現場、物流現場における市場の変動に
合わせ、在庫コントロールを部分最適ではなく全社
最適化することが可能。

p.180
～

p.186

21

積載効率の
向上

求貨・求車
マッチングサービス

ハコベル運送手配 ハコベル株式会社

• ハコベル運送手配が調整機能を担い、荷主と物流
事業者をマッチング。多重下請防止・ガソリン費用
抑制等のサポート実施。

p.188
～

p.192

22
共同輸送
マッチングサービス

TranOpt
日本パレットレンタル
株式会社

• 多数の物流データから、AIによる業界を跨いだ荷
主企業を希望条件でマッチングし、混載便・帰り便
での最適な共同輸送を実現。また、閉じたコミュニ
ティにおける中立的なPFとして共同輸配送の推進
も実現可能。

p.194
～

p.198

23
中継拠点
マッチングサービス

Optis 株式会社souco

• 保有する倉庫情報をもとに最適な中継拠点情報
を提供し、中継拠点利用を促進するサービス。

• 令和5年2月現在では、試運転で提供しており、
無料で利用可能。

p.200
～

p.204

24 積付管理システム NeLOSS
NEXT Logistics 
Japan 株式会社

• 荷主からの荷物情報及び物流事業者からの運行
情報をもとに、量子コンピュータ・AIを用いて最適な
割付・積付を計画・提案。

p.206
～

p.211

＊：ガイドラインの取組事項に対する効果対象を指す。
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各サービスにおけるポイント（5／5）
調査結果ー調査結果概要ー

# 効果*対象 サービス小分類 サービス名 提供会社名 サービスのポイント 対象頁

25

積載効率の
向上

積付管理システム バンニングマスター
ネットロックシステム
株式会社

• トラックだけではなく、パレットやカゴ車等の容積率
計算に基づき、混載時や、重量・作業効率を考慮
した積付の最適化等が可能。

p.212
～

p.216

26
積載率可視化
システム

NEC 3次元積載量
可視化ソフトウェア

日本電気
通信システム
株式会社

• 3Dセンサ映像をもとにした容積積載量可視化ソフ
トウェア。

• バースにおける積込中の容積積載率及び倉庫内
の占有率の可視化等の用途で有効。

p.218
～

p.221

27

ー
伝票電子化
システム

invoiceAgent
ウイングアーク１ｓｔ
株式会社

• AIを使ったOCR機能等を活用し、あらゆる帳票情
報を集約。自社に最適な帳票・契約書フォーマット
を変更せず、システム上で電子管理・企業間連携
等が可能。

p.223
～

p.228

28 telesa-delivery
株式会社
TSUNAGUTE

• 配車情報をシステム上で集約・管理。更に、納品
伝票・荷受書等の電子化により荷主・物流事業
者間の問合せ対応を軽減。

p.229
～

p.233

＊：ガイドラインの取組事項に対する効果対象を指す。







































































































































































































































































































5.Appendix

【参考】お問合せ先一覧

＃ サービス名 会社名 サービス紹介URL

1 バース管理システム ロジスティードソリューションズ株式会社
下記フォームよりお問い合わせ（その他ソリューション）
https://sol.logisteed.com/contact/

2 MOVO Berth 株式会社Hacobu https://hacobu.jp/movo-berth/

3 トラック簿 株式会社モノフル https://monoful.co.jp/truckbook/

4 BRAIS（iSCAN） 株式会社セイノー情報サービス https://www.siscloud.jp/brais/ai/case/

5 WES 株式会社フレームワークス https://www.frame-wx.com/wcs-wes/

6 車両ナンバー認証システム 株式会社JVCケンウッド・公共産業システム https://jkpi.jvckenwood.com/solution/car-number/

7 MOVO Fleet 株式会社Hacobu https://hacobu.jp/movo-fleet/

8 SmartBarcode 株式会社LOZI https://www.lozi.jp/smartbarcode/feature.html

9 traevo 株式会社traevo https://traevo.jp/

10 ロジックス アセンド株式会社 https://www.ascendlogi.co.jp/logix/

11 Loogia 株式会社オプティマインド https://loogia.jp/

12 TOMAS 株式会社ジェイ・ビー・クラフト https://tomas-car.com/

13 ULTRAFIX 日本電気株式会社
https://www.nec-

solutioninnovators.co.jp/sl/uf/index.html

14 IKZO Online ウイングアーク１ｓｔ株式会社
https://www.wingarc.com/solution/logistics/ikzo/feat

ures/index.html
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【参考】お問合せ先一覧

＃ サービス名 会社名 サービス紹介URL

15 Hacologi 中西金属工業株式会社 https://service.hacologi.com/

16 MOVO Vista 株式会社Hacobu https://hacobu.jp/movo-vista/

17 GWES GROUND株式会社 https://www.groundinc.co.jp/services/gwes/

18
統合物流管理システム
ONEsLOGI／LMS

ロジスティードソリューションズ株式会社
https://sol.logisteed.com/solution/wms/lms/

19
サプライチェーン最適化サービス
SCDOS

ロジスティードソリューションズ株式会社
https://sol.logisteed.com/solution/scdos/

20 LMS 株式会社セイノー情報サービス
https://www.siscloud.jp/logistics-it-

cloud/solution/lms/

21 ハコベル運送手配 ハコベル株式会社 https://www.hacobell.com/matching

22 TranOpt 日本パレットレンタル株式会社 https://lp.tranopt.jpr.jp/

23 Optis 株式会社souco https://www.souco.space/optis/

24 NeLOSS NEXT Logistics Japan 株式会社 https://www.next-logistics-jp.jp/

25 バンニングマスター ネットロックシステム株式会社 https://www.vanning-master.jp/

26
NEC 3次元積載量可視化
ソフトウェア

日本電気通信システム株式会社
https://www.ncos.co.jp/products/iot/solution3/3dlogi

stics.html

27 invoiceAgent ウイングアーク１ｓｔ株式会社 https://www.wingarc.com/product/ia/index.html

28 telesa-delivery 株式会社TSUNAGUTE https://www.tsunagute.co.jp/delivery/
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5.Appendix

【参考】用語一覧

用語 意味

物流事業者 元請事業者、実運送事業者を含めて、荷主や倉庫事業者等から運送業務を受託する企業を指す。

実運送事業者 荷主や倉庫事業者、元請事業者等から委託を受け、実質的に運送業務を担う事業者。

元請事業者 荷主から運送業務を受託し、実運送事業者に運送業務を委託する事業者。

倉庫事業者（3PL事業者） 荷主から倉庫管理業務を受託し、物流センター管理・情報処理等を担う事業者。

Web-API Web上でプログラム（システム等）の機能を別のプログラムで利用できるようにやりとりをするための仕組み、

API プログラム（システム等）の機能を別のプログラムで利用できるようにやりとりをするための仕組み。

サービスプロバイダー（SP） サービスの提供企業。

基幹システム 企業の経済活動や経営に必要な業務をコンピュータで管理するシステムの総称。

ASN 「事前出荷情報」のことであり、発荷拠点側から着荷拠点に出荷情報を事前に通知すること。

EDI 企業間で合意した業務連携において、合意された業務情報を、合意された情報表現様式にて、合意され
た運用手順に従い、合意された電文搬送方式のうえで行なわれること。

Web-EDI Webブラウザ等を用いて、インターネットを介して受発注等の商取引業務を行える仕組み。
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【「物流デジタルサービス」の事業形態に関する調査】パートの資料内で取り上げられている

各社の見解および意見はあくまでインタビュー回答者／調査回答者の意見であり、

必ずしもKPMGコンサルティング株式会社の見解または意見を代表するものではありません。
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END


